
三田市小規模事業者物価高騰対策助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、エネルギー価格高騰に伴い、厳しい経済状況に直面している

市内小規模事業者に対して、事業の継続を下支えするための経済対策として、三

田市小規模事業者物価高騰対策助成金（以下「助成金」という。）を支給すること

について、三田市補助金等交付規則（平成９年三田市規則第１号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 助成金を支給する対象者は、本市において本助成金と同一の目的による他

の補助金、給付金その他これらに類する助成を受給したもの又は受給予定のもの

を除き、次の各号の全てを満たす事業者とする。 

(1) 三田市内において事業実態がある別表第１に定める小規模事業者であること。

ただし、政治団体及び宗教法人は除く。 

(2) 令和８年１１月１日以前に事業を開始していること。 

(3) 申請時において事業を経営し、助成金受給後も引き続き当該事業の継続意思 

があること。 

（支給額） 

第３条 助成金は、別表第２に掲げる額とする。 

（申請） 

第４条 助成金の支給を申請しようとする者は、三田市小規模事業者物価高騰対策

助成金交付申請書兼請求書に三田市内において事業実態があることが分かるもの

のほか、市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、助成金の支給等に関する手続は、規則の定めるとこ

ろによるものとする。 

（補則） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、実施に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和８年１０月１３日から施行する。 



（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに

交付の決定を受けたものに係るこの要綱の規定については、この要綱の失効後も

なおその効力を有する。 

 

別表第１（第２条関係） 

業種 常時雇用する従業員数 

製造業・建設業・運輸業その他の業種 ２０人以下 

商業（卸売業・小売業・飲食業） ５人以下 

サービス業 ５人以下 

 宿泊業・娯楽業・旅行業 ２０人以下 

備考  

１ 従業員数とは、正社員、パート、アルバイトなどの名称にかかわらず、期間の定

めなく（雇用契約期間が反復更新される場合を含む。）雇用されている者の人数を

いう。 

２ 前項の従業員数には、役員、個人事業者本人及び個人事業者本人と同居の親族は

従業員に含まない。 

 

別表第２（第３条関係） 

従業員数 助成金額 

５人以下 ２０,０００円 

６人以上１０人以下 ３０,０００円 

１１人以上２０人以下 ５０,０００円 

 


